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平素より当社の事業推進に多⼤なるお⼒添えを賜り、誠にありがとうございます。

ご説明に先⽴ち、
このたびの新型コロナウイルス感染症によりお亡くなりになった⽅々のご冥福をお祈りいたしますとともに
罹患された皆さまの⼀⽇も早いご回復をお祈り申し上げます。
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まず初めに、2020年3⽉期連結決算についてご説明します。
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売上収益は、中国における受注の増加はあったものの、
⽇本、⽶州およびアジアにおける受注の減少や為替換算上の影響に加え、
当連結会計年度末にかけての新型コロナウイルスの世界的な感染拡⼤影響などにより、
1,546億円と、前年度に⽐べ 65億円、4.1%の減収となりました。

利益については、営業利益は、受注の減少や主として⽇本における減損損失を計上したものの、
⽶州ユーエスヤチヨにおける⽣産安定化費⽤の減少などにより、
他拠点からの部品供給費⽤およびリコール関連費⽤などの⼀時費⽤を計上した前年度に⽐べ、
9億9千万円と、2億9千万円の増益、

税引前当期利益は、
8億1千万円と、為替換算上の影響などにより、1億2千万円の減益、

親会社の所有者に帰属する当期利益は、
マイナス 31億7千万円と、11億7千万円の改善となりました。

なお、前年度の親会社の所有者に帰属する当期利益には、
⾮継続事業の事業譲渡益が含まれています。
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主⼒製品のひとつである燃料タンクの概況ですが、
中国で増加したものの、⽇本、⽶州、アジアでの減少により、
456万8千台と、9万6千台、2.1%の減少となりました。

売上収益は、機種構成差などにより、
419億円と、24億円、6.2%の増収となりました。
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サンルーフの実績は、
⽇本、⽶州、中国での減少により、
236万7千台と、11万9千台、4.8%の減少となりました。

売上収益は、420億円と、63億円、13%の減収となりました。
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売上収益の概況ですが、
燃料タンクの増収はあったものの、サンルーフや⼆輪事業の減収などにより、
1,546億円と、65億円、4.1%の減収となりました。

国内/海外区分でみると、
国内では、233億円と、46億円、16.6%の減収、
海外では、1,313億円と、20億円、1.4%の減収となり、

為替換算上のマイナス 32億円を除く、実質的な売上収益では、
12億円の増収となりました。
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続いて、当期の連結税引前利益増減要因についてのご説明です。

売上変化および構成差等については、
四輪部品における新型コロナウイルス感染拡⼤影響や⼆輪部品の受注の減少により、
マイナス 20億6千万円、

コストダウン効果/⼀時発⽣費⽤等については、
主として⽇本における減損損失を計上したものの、
⽶州ユーエスヤチヨにおける⽣産安定化費⽤の減少などにより、
他拠点からの部品供給費⽤およびリコール関連費⽤などの⼀時費⽤を計上した前年度に⽐べ、
プラス 27億円、

販管費については、マイナス 7千万円、⾦融収⽀については、マイナス 3千万円、
為替影響については、マイナス 6億6千万円となり、

税引前利益の実績は、8億1千万円と、前年度に⽐べ、1億2千万円の減益となりました。
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所在地別セグメント情報についてご説明します。

⽇本については、売上収益は、受注の減少などにより、233億円と、46億円の減収、
税引前利益は、減損損失の計上や受注の減少に加え、
新型コロナウイルスの感染拡⼤の影響などにより、
マイナス 73億4千万円と、59億1千万円の悪化となりました。

⽶州については、売上収益は、受注の減少に加え、新型コロナウイルスの感染拡⼤の影響などにより、
361億円と、31億円の減収、
税引前利益は、⽶州ユーエスヤチヨにおける⽣産安定化費⽤の減少や、
他拠点からの部品供給費⽤およびリコール関連費⽤などの⼀時費⽤を計上した前年度に⽐べ、
マイナス 21億6千万円と、60億2千万円の改善となりました。

中国については、売上収益は、新型コロナウイルスの感染拡⼤による⽣産停⽌影響はあったものの、
受注の増加・機種構成差などにより、369億円と、36億円の増収、
税引前利益は、売上変化および機種構成差、原価改善効果などにより、
57億6千万円と、20億円の増益となりました。

アジアについては、売上収益は、受注の減少などにより、583億円と、24億円の減収、
税引前利益は、売上変化および機種構成差などにより、
44億1千万円と、22億2千万円の減益となりました。
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つぎに、連結キャッシュ・フローについてのご説明です。

営業活動によるキャッシュ・フローは、
法⼈所得税の⽀払いなどによる資⾦需要はあったものの、
減価償却費や営業債権およびその他債権の減少などにより、
プラス 128億4千万円となりました。

投資活動については、有形固定資産の取得などにより、
マイナス 114億7千万円となりました。

財務活動については、配当⾦の⽀払いなどはあったものの、
借⼊⾦の純増により、
プラス 46億円となりました。

換算差額では、マイナス 13億3千万円となり、

当期末の現⾦および現⾦同等物の残⾼は、251億2千万円と、
前期末残⾼に⽐べ、46億5千万円の増加となりました。
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連結財政状態計算書についてご説明します。

当期末の資産合計は、営業債権およびその他の債権の減少などにより
1,172億円と、前期末に⽐べ16億円の減少となりました。

負債合計は、借⼊⾦の増加などにより、
563億円と、50億円の増加となりました。

資本合計は、包括利益の減少などにより、
609億円と、66億円の減少となりました。

有利⼦負債残⾼は、
⽶州ユーエスヤチヨに対する貸付に伴う増加およびIFRS16号の影響などにより、
209億円と71億円の増加となりました。
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当期の連結設備投資実績は、

特別投資として 43億円、
新機種投資として 28億円、
合理化等体改投資として 7億円、
更新等⼀般投資として 37億円の

合計 116億円となりました。
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配当⾦については、

連結業績および今後の資⾦需要、財務体質などを総合的に勘案し、
2020年3⽉期は、前期に⽐べ8円減配の
中間配当８円、
期末配当につきましては誠に遺憾ながら無配とさせていただき、
通期8円とする予定であります。
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また、2021年3⽉期の連結業績予想および配当予想については、
新型コロナウイルスの感染拡⼤に伴う影響を、
現時点において合理的に算定することが困難なことから未定としております。

今後、連結業績予想の算定が可能となった時点で開⽰させていただきます。
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次に、⽣産体質強化の⽅向性についてご説明します。
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燃料タンク・サンルーフを⽣産する既存の事業は、
⽣産量の⼤幅な増加を⾒込むことが難しい中、販路拡⼤により事業規模の拡⼤を図ってまいります。
それに合わせて、仮に現状の⽣産規模のままでも確実に収益を上げられる筋⾁質な⽣産体質に向け
徹底した原価改善などの⽣産改⾰を進めてまいります。

昨年は、そのための基盤づくりとして、
地域ごとのニーズに合わせた事業の盤⽯化施策を展開してきました。
⽣産改⾰へ向けた下地づくりはできましたので、今後は実務展開を進めてまいります。
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また、品質においては、これまでに急激なグローバル展開を⾏ってきた中で、
⼈材育成の遅れが発⽣しました。

新機種の⽴ち上げが必ずしも⽇本のマザー⼯場からスタートするとは限らなくなり、
海外拠点でのマザーレス⽴上げが進む中で、ノウハウ伝授の遅れが発⽣したことと、
拠点によっては現地従業員の⼊れ替わりが激しくなってしまったことも影響しました。

昨年、⼈材育成については強⼒に推進し、⾃⽴化のレベルは上がってきていますが、
品質保証については課題が残っていると認識しています。

品質強化には特効薬はなく地道な取り組みが必要です。
もう⼀度原点に⽴ち返り、品質の守れる製品仕様の構築、源流の品質改善取り組み、
出荷品質保証体制の強化を⾏い、品質に対する基礎体⼒を上げてまいります。
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最後に、新型コロナウイルスへの対応についてご説明します。
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中国武漢で発⽣した新型コロナウイルス感染症は、現在も世界で猛威を振るい、
⾃動⾞産業も操業停⽌を余儀なくされ、⼤きな影響を受けています。

当社は、ヤチヨリスクマネジメント規程に基づいて早期に全社対策本部を設置し、
⾃動⾞メーカーの⽣産が⼤きく変動する中、製品供給のための確実な対応を続けています。

当初は、⼋千代⼯業（武漢）有限公司（湖北省武漢市。以下、YWM）および
⼋千代⼯業（中⼭）有限公司（広東省中⼭市。以下、YZM）の状況確認と、
中国のサプライチェーンの確認・調整を主に進めました。

その後、同感染症が世界に拡⼤する状況を受け、グローバル観点での対応に移⾏し、
YWMおよびYZMの取り組みを、⽇本・⽶国・アジアの各拠点に⽔平展開するとともに、
グローバルサプライチェーンへの影響を確認し、課題に対しては即断即決を⾏い、
お客様の計画に合わせた⽣産を滞りなく⾏っています。
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また、⽇本でも緊急事態宣⾔が発出されたことから、
「3密の回避」「ソーシャルディスタンスの確保」に向けた取り組みを強化しています。

⽣産現場では、時差勤務・輪番制勤務の推進や、
⽣産ラインおよびスタッフ職場における従業員間隔の確保など、
感染拡⼤の防⽌に向けた取り組みを⾏い、滞りなく⽣産を⾏っています。

また、⽣産以外の業務については原則在宅勤務とし、ネットワーク環境を整備し、
経営会議などの重要会議もビデオ会議を⽤いて迅速な意思決定を⾏っています。

新型コロナウイルス感染症の収束までには、
感染拡⼤の第2波、第3波の可能性も⾒込まれています。

当社は引き続き、従業員および関係する皆さまの健康と安全を最優先したうえで、
事業影響を最⼩限に抑える迅速かつ的確な判断を⾏い、
お客様への安定した製品供給に努めてまいります。
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引き続き皆さまからのご⽀援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。
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